
 

次のとおり、公募により企画提案を募集し、その内容を審査して最良の提案をした者を選定し、
随意契約の相手方の候補とする手続（以下「公募型プロポ－ザル方式」という。）を実施する。 

 
 

 
   令和４年（2022 年）２月 28 日 
 
                                                             北海道知事 鈴木 直道 
 
 
１ 事業の概要 

(１)業務名 
   中小・小規模企業経営安定化対策専門家派遣事業委託業務 

 
(２)業務の目的 

新型コロナウイルス感染症により、経営に影響を受けている中小・小規模事業者を対象に、
ポストコロナに向けた事業再構築や資金調達の手法などの課題に応じた専門家を派遣するな
ど、オーダーメイド型の助言・指導を行うことにより、事業活動の維持・継続のための支援を
行う。 

 
(３)業務の概要 

  ①新型コロナウイルス感染症により影響を受ける事業者への専門家派遣対応 
新型コロナウイルス感染症により経営に影響を受けている中小・小規模事業者の課題に応

じて専門家を派遣し、助言、指導を実施する。 
なお、事業の周知、派遣先事業者及び専門家の選定といった工程において、各（総合）振

興局や地域の支援機関と密に連携を図り事業を進める。 
（支援の例） 

・補助金等、各種支援施策の活用支援 
・事業再構築や事業再生、事業承継などに関する指導助言  
・店舗等における衛生管理に関する指導助言 
・財務分析を通じた経営状況の診断 等 
支援回数は、800 社×2 回を基本とする。 
ア 事業の PR 及び派遣先事業者の選定 

   様々な広報媒体（チラシ等）を活用し、積極的に事業の PR を行うとともに、道内全域に
おける課題を抱える事業者の掘り起こし、派遣先企業の選定を行う。 

イ 専門家の派遣 
   対象事業者の抱える問題点等をヒアリングの上、当該事業者の問題解決に適切な専門家

を選定し派遣する。 
ウ 取組事例の提供 

事業活動の維持・再建へのヒントとなる事例の概要を適時道へ提供する。 
  ②報告書等の作成 

本業務で支援を行った企業情報、支援の概要及び結果、その他対象事業者へのアンケート
等について、成果報告書として以下のとおり整理する。 
ア 報告書等 

       ⅰ 報告書（Ａ４版） ５部 
       ⅱ 報告書・概要版（Ａ４版 報告書本文を１～２頁程度にまとめたもの） ５部 
       ⅲ  上記の①及び②を全て格納した電子媒体（ＣＤ－Ｒ） １組 
   イ  報告書等に係る提出期限及び提出場所 
       ⅰ 提出期限 ： 令和５年（2023 年）３月 10 日（金）まで 
       ⅱ  提出場所 ： 北海道経済部地域経済局中小企業課小規模企業係 

 
(４)業務の委託期間 

契約締結日から令和５年（2023 年）３月 10 日（金）まで 
 
 
２ 公募型プロポ－ザルへの参加資格要件 

(１)単体法人又は複数法人による連合体（以下「コンソ－シアム」という）とする。 
(２)単体法人及びコンソ－シアムの構成員は次の要件を全て満たしていること。 
ア 道内に事務所又は事業所を有する者であること。 
イ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者であるこ

と。 
ウ 北海道の競争入札参加資格者指名停止事務処理要領（平成４年９月 11 日付け局総第 461

号）第２第１項の規定による指名の停止を受けていないこと。また、指名の停止を受けたが、
既にその停止の期間を経過していること。 

エ 道税を滞納している者でないこと。道に納税の義務のない者は、本店が所在する都府県の法
人事業税を滞納している者でないこと。 

オ 消費税及び地方消費税を滞納している者でないこと。 
カ コンソ－シアムの構成員が単体企業等としても重複参加する者でないこと。また、コンソ－



 

シアムの構成員が他のコンソ－シアムの構成員として重複参加する者でないこと。 
キ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２
条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的
に経営を支配する事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有
する事業者をいう。）に該当しない者であること。 

ク 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務がない場合を除
く。）。 
・健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出 
・厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出 
・雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出 

 
３ 「北海道働き方改革推進企業認定制度」及び「障がい者雇用」に関する事項 

道が実施している、「北海道働き方改革推進企業認定制度」の認定及び「障がい者就労支援企
業認証制度」の認証を受けている場合は、該当の認定書(写し)や認証書(写し)を提出すること。 

なお、コンソーシアムの場合は、各構成員に係る認定書(写し)や認定証(写し)を提出すること。 
 
４ 企画提案の審査基準 

(１)企画提案事業者の実施体制・業務遂行能力 
(２)企画提案内容 
(３)業務遂行手法の妥当性 
(４)道施策との適合性 

 
５ 手続き等 

(１)担当部局 
北海道経済部地域経済局中小企業課小規模企業係 担当：日光  

       【連絡先】 
         〒 060－8588 
            札幌市中央区北３条西６丁目 道庁本庁舎８Ｆ 
           電話： 011－204－5331（ダイヤルイン） ファクシミリ： 011－232－8127 

(２)企画提案指示書等の交付期間及び場所 
ア 交付期間  公告の日から令和４年（2022 年）３月 15 日（火）まで 

          （土曜日及び日曜日を除く午前９時から午後５時まで） 
    イ 交付場所  (１)の場所で交付する。 
          北海道地域経済局中小企業課のホ－ムペ－ジからもダウンロ－ドすることが

できる（https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/csk/r4senmonka-pr.html）。 
  (３)参加表明書の提出期限、提出場所及び提出方法など 
    ア 提出期限  令和４年（2022 年）３月８日（火）午後５時必着 
    イ 提出場所  (１)に同じ 
    ウ 提出方法  持参又は郵便（書留郵便に限る） 
    エ 提出部数  １部 
    オ 作成方法  中小・小規模企業経営安定化対策専門家派遣事業委託業務参加表明書作成要

領による。 
  (４)企画提案書の提出期限、提出場所及び提出方法など 
    ア 提出期限  令和４年（2022 年）３月 15 日（火）午後５時必着 
    イ 提出場所  (１)に同じ 
    ウ 提出方法  持参又は郵便（書留郵便に限る） 
    エ 提出部数  ９部 

※ 表紙に提案者名を記載したもの ：１部 
表紙に提案者名を記載しないもの：８部 
提案者名を記載しないもの１部は、左綴じせず、ダブルクリップなどで留
めること。 

    オ 作成方法  中小・小規模企業経営安定化対策専門家派遣事業委託業務企画提案書作成要
領による。 

(５)その他 
     提出された書類等については返却しない。 
 
５ 企画提案書のヒアリングの実施 
(１)提出された企画提案書についてヒアリングを行い、最良の提案をした者（以下「特定者」と

いう。）を選定する。 
(２)企画提案書を提出した者が５者を超えた場合、書類選考を行う。 

  (３)ヒアリングの実施日時、場所及び企画提案の採否（ヒアリング結果）については、別途、文
書により連絡する。 

  (４)参加表明者が企画提案書を提案期日まで提出しない場合又は企画提案書のヒアリングに出席
しない場合には、企画提案の意思がないものとみなす。 

 
６ 特定者の選定方法 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/csk/r4senmonka-pr.html


 

  提出された企画提案書のヒアリングを通じて、予め定めた審査基準及び審査方法に基づき提案
内容を評価し、特定者を選定する。 

 
７ 契約手続 
  特定者を見積書徴取の相手方に決定したときは、別途、財務会計法令の規定により契約手続を
行う。 

 
８ その他 

(１)手続において使用する言語及び通貨 
日本語及び日本円 

(２)企画提案書の作成及び提出に要する経費は提案者側の負担とする。 
  (３)企画提案の採否については、別途、文書により通知する。 
  (４)提出された企画提案書等は返却しない。 
  (５)企画提案書を提出期日までに提出しない場合は企画提案の参加意思がないものとみなす。 
   また、企画提案ヒアリングに出席しない場合も同様に企画提案の参加意思がないものとみな

す。 
(６)契約書作成の要否 

 要 
  (７)契約保証金について 
      契約金額の 100 分の 10 に相当する額以上とするが、免除する場合がある。 


